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第９期広島市高齢者施策推進プラン（素案）からの主な修正について 
 

ページ 修正前 修正後 修正理由 

P6 ２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑴ 本市の人口の推移 

（略） 

長期的に見ると、更なる少子化・高齢化の進行

に伴い、令和 32 年度（2050 年度）には、人口が

約 105万人と現在よりも約 13万人減少し、とりわ

け 15歳から 64歳までの生産年齢人口が約 18万人

減少する一方で、65歳以上の高齢者人口は約 8万

人増加することが見込まれます。 

高齢化率（総人口に対する高齢者の割合）に関

しては、令和８年度（2026年度）には 26.9％と、

第８期と比べて微増となりますが、長期的に見る

と、令和 32 年度（2050 年度）には 36.7％と大き

く増加する見込みです。 

２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑴ 本市の人口の推移 

（略） 

長期的に見ると、更なる少子化・高齢化の進行

に伴い、令和 32 年度（2050 年度）には、人口が

約 105万人と現在よりも約 13万人減少し、とりわ

け 15歳から 64歳までの生産年齢人口が約 16万人

減少する一方で、65歳以上の高齢者人口は約 6万

人増加することが見込まれます。 

高齢化率（総人口に対する高齢者の割合）に関

しては、令和８年度（2026年度）には 26.9％と、

第８期と比べて微増となりますが、長期的に見る

と、令和 32 年度（2050 年度）には 35.3％と大き

く増加する見込みです。 

 

 

 国立社会保障・人口問題研究所

が令和５年 12月 22日に公表した

都道府県・市区町村別推計人口を

反映したため、令和 22 年度及び

32 年度の年齢階層別人口と高齢

化率の数値を修正し、関係箇所の

文章とグラフを修正した。 

P7 ２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑵ 本市の高齢者人口の推移 

（略） 

長期的に見ると、団塊の世代の高齢化に伴い、

85 歳以上の人口は令和 32 年度（2050 年度）には

10万 8,000人と現在の２倍以上になることが見込

まれます。また、団塊ジュニア世代の高齢化に伴

い、令和 22 年度（2040 年度）には 65 歳から 74

歳までの人口が、令和 32 年度（2050 年度）には

75 歳から 84 歳までの人口が、それぞれ過去最大

規模になる見込みです。 

２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑵ 本市の高齢者人口の推移 

（略） 

長期的に見ると、団塊の世代の高齢化に伴い、

85 歳以上の人口は令和 32 年度（2050 年度）には

8 万 9,000 人と現在の約１．７倍になることが見

込まれます。また、団塊ジュニア世代の高齢化に

伴い、令和 22年度（2040年度）には 65歳から 74

歳までの人口が、令和 32 年度（2050 年度）には

75 歳から 84 歳までの人口が、それぞれ過去最大

規模になる見込みです。 

 

 国立社会保障・人口問題研究所

が令和５年 12月 22日に公表した

都道府県・市区町村別推計人口を

反映したため、令和 22 年度及び

32 年度の年齢階層別高齢者人口

の数値を修正し、関係箇所の文章

とグラフを修正した。 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P8 ２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑶ 本市の要支援・要介護認定者数の推移 

（略） 

長期的に見ると、令和 22 年度（2040 年度）に

は認定者数が 8万 2,000人、認定率が 22.3％に、

令和 32年度（2050年度）には認定者数が 9万 6,000

人、認定率が 24.7％となり、その数は現在の１．

６倍になる見込みです。 

 

２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑶ 本市の要支援・要介護認定者数の推移 

（略） 

長期的に見ると、令和 22 年度（2040 年度）に

は認定者数が 8万 1,800人、認定率が 22.0％に、

令和 32年度（2050年度）には認定者数が 8万 4,300

人、認定率が 22.5％となり、その数は現在の１．

４倍になる見込みです。 

 

 

 国立社会保障・人口問題研究所

が令和５年 12月 22日に公表した

都道府県・市区町村別推計人口を

反映したため、令和 22 年度及び

32年度の要支援・要介護認定者数

と認定率の数値を修正し、関係箇

所の文章とグラフを修正した。 

P11 ２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑸ 本市の認知症高齢者数の推移 

（略） 

長期的に見ると、令和 22 年度（2040 年度）に

は認知症高齢者数が5万5,300人、出現率が15.2％

に、令和 32 年度（2050 年度）には認知症高齢者

数が 6万 4,900人、出現率が 16.9％となり、その

数は現在の１．７倍になる見込みです。 

 

２ 本市における高齢者を取り巻く環境等 

 ⑸ 本市の認知症高齢者数の推移 

（略） 

長期的に見ると、令和 22 年度（2040 年度）に

は認知症高齢者数が5万5,000人、出現率が15.0％

に、令和 32 年度（2050 年度）には認知症高齢者

数が 5万 6,300人、出現率が 15.2％となり、その

数は現在の１．５倍になる見込みです。 

 

 

 国立社会保障・人口問題研究所

が令和５年 12月 22日に公表した

都道府県・市区町村別推計人口を

反映したため、令和 22 年度及び

32 年度の認知症高齢者数と出現

率の数値を修正し、関係箇所の文

章とグラフを修正した。 

P27 ② 地域における見守り・支え合い活動等の促進 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

  

 

 

 

○         （略） 

② 地域における見守り・支え合い活動等の促進 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 ○ 高齢者の防災意識を高め、災害時に迅速な避難

ができるよう地域の自主防災組織が実施する避難

訓練やわがまち防災マップの作成支援等を行いま

す。 

 ○         （略） 

 

 

地域防災計画に基づき、高齢者

に関連のある取組を追加記載し

た。 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P31 イ 数値目標を設定して取り組む項目 

項目① 介護職員の処遇改善加算の取得率の増加 

現状値 目標値 

４年度 ６年度 ７年度 ８年度 

88.3％ － 対前年度比増 対前年度比増 

【設定の考え方】 

○ 介護職員の賃金面での処遇改善を図るととも

に、介護職員の将来にわたる安定的な確保につな

げるため、「介護職員の処遇改善に係る加算の取得

率の増加」を目標項目とします。 

 

 

○ また、現在処遇改善加算は３種類ありますが、

次期介護報酬改定において事業者の事務負担軽減

を図るため制度の一本化が検討されており、具体

的な目標値を定めることが困難であることから、

「対前年度比増」を目指します。 

 

イ 数値目標を設定して取り組む項目 

項目① 介護職員等処遇改善加算の取得率の増加 

現状値 目標値 

４年度 ６年度 ７年度 ８年度 

－ － 対前年度比増 対前年度比増 

【設定の考え方】 

○ 介護職員の賃金面での処遇改善を図るととも

に、介護職員の将来にわたる安定的な確保につな

げるため、「介護職員等処遇改善加算」ができるだ

け多くの事業所に活用されるよう、「介護職員等

処遇改善加算の取得率の増加」を目標項目としま

す。 

○ また、これまでの３種類の処遇改善加算が第９

期から一本化され、今後その取得状況を把握する

ことになることを踏まえ、「対前年度比増」を目指

します。 

 

 国において、介護職員の処遇改

善加算の一本化が決定され、新た

に「介護職員等処遇改善加算」が

創設されるため。 

P50 ④ 防災対策の推進 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 

 

 

 

○         （略） 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

④ 防災対策の推進 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 ○ 高齢者の防災意識を高め、災害時に迅速な避難

ができるよう地域の自主防災組織が実施する避難

訓練やわがまち防災マップの作成支援等を行いま

す。 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 ○         （略） 

 

 

地域防災計画に基づき、高齢者

に関連のある取組を追記した。 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P65 ５ 保険給付費及び地域支援事業費の見込み 

第１号被保険者の保険料算定の基礎となる第９期

計画期間における保険給付費及び地域支援事業費の

見込みは、概算で 3,226億円となります。 

 

保険給付費等に係る表 

 

５ 保険給付費及び地域支援事業費の見込み 

第１号被保険者の保険料算定の基礎となる第９期

計画期間における保険給付費及び地域支援事業費の

見込みは、概算で 3,279億円となります。 

 

保険給付費等に係る表の金額を修正 

 

 

資料３のとおり 

P66 ６ 第１号被保険者の保険料 

(2) 保険料の所得段階及び所得段階別割合の変更 

   ① 第１段階から第３段階の保険料割合の引き

下げ 

   所得段階  第９期  差引 

   第１段階  0.275   ▲0.025 

   第２段階    0.48      ▲0.02 

６ 第１号被保険者の保険料 

(2) 保険料の所得段階及び所得段階別割合の変更 

   ① 第１段階から第３段階の保険料割合の引き

下げ 

   所得段階  第９期  差引 

   第１段階  0.285   ▲0.015 

   第２段階    0.485     ▲0.015 

 

 

 資料３のとおり 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P68 ６ 第１号被保険者の保険料 

(4) 保険料（基準月額） 

 表中 保険料（基準月額） 第９期 6,350 円～

6,450円程度 

 表中 保険料（基準月額） 差引 ＋100円～ 

＋200円程度 

 

 保険料（基準額）の算式中 

 

介護給付費準備基金取崩額 

 

 

※１ 今回の算定に当たって、介護給付費準備基

金取崩額は 68億円としています。 

（略） 

（追記） 

※２       （略） 

６ 第１号被保険者の保険料 

(4) 保険料（基準月額） 

 表中 保険料（基準月額） 第９期 6,400円 

 

 表中 保険料（基準月額） 差引 ＋150円 

 

 

 保険料（基準額）の算式中 

介護給付費準備基金取崩額 

        ＋  

保険者機能強化推進交付金等交付額 

 

※１ 今回の算定に当たって、介護給付費準備基

金取崩額は 68億円としています。 

（略） 

※２ 今回の算定に当たって、保険者機能強化推

進交付金等は 6億円としています。 

  ○ 保険者機能強化推進交付金 

保険者の自立支援・重度化防止等に関す

る取組を促進するための国の交付金で、地

域支援事業に充当し、保険料の軽減につな

げることも可能です。 

 

  ※３       （略） 

 

 

資料３のとおり 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P69 〔第８期及び第９期計画期間における保険料比較〕 

 

  保険料比較に係る表 

 

〔第８期及び第９期計画期間における保険料比較〕 

 

  保険料比較に係る表のうち、第９期計画期間の割

合及び保険料月額を修正 

 

 

資料３のとおり 

 

 

P70 ７ 介護保険料の将来推計 

 

 表中 第９期 保険料（基準月額） 6,350 円～6,450

円程度 

(略) 

第 17期 保険料（基準月額） 9,900円程度 

７ 介護保険料の将来推計 

 

 表中 第９期 保険料（基準月額） 6,400円 

 

（略） 

第 17期 保険料（基準月額） 10,500円程度 

 

 

第９期の介護保険料と同様に、

介護保険料の将来推計を再試算

したため。 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

 

取組名 取組内容等 関係課 

地域共生社

会の実現に

向けた地区

社会福祉協

議会への支

援 

市・区社会福祉協議会と

の連携の下、地区社会福

祉協議会が地域の生活

課題に関する相談を包

括的に受け止めること

ができるよう、活動拠点

にスタッフを配置する

経費を補助します。ま

た、本市が出捐している

市社会福祉協議会の基

金を活用し、地区社会福

祉協議会が行う地域団

体との活動に要する事

業費や、地域団体間の連

携強化に取り組む地区

社会福祉協議会の運営

費に対する助成を行い

ます。 

地域共生社

会推進課 

 

① 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

 

取組名 取組内容等 関係課 

地域共生社

会の実現に

向けた地区

社会福祉協

議会への支

援 

市・区社会福祉協議会と

の連携の下、本市が出捐

している市社会福祉協

議会の基金を活用し、地

区社会福祉協議会が地

域の生活課題に関する

相談を包括的に受け止

めることができるよう、

活動拠点にスタッフを

配置する経費への助成

のほか、地区社会福祉協

議会が行う地域団体と

の活動に要する事業費

や、地域団体間の連携強

化に取り組む地区社会

福祉協議会の運営費に

対する助成を行います。 

 

地域共生社

会推進課 

 

 

地区社協活動拠点活性化支援

事業について、令和６年度から

は、市社協への補助ではなく、市

社協基金に出捐する方法に切り

替えて支援を行うこととしてい

るため。 
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ページ 修正前 修正後 修正理由 

P86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 防災対策の推進 

 

 表中 （新設） 

④ 防災対策の推進 

 

取組名 取組内容等 関係課 

高齢者世帯

への防災行

政無線屋内

受信機の貸

与 

土砂災害警戒区域等に

居住する高齢者世帯の

うち、携帯電話やスマー

トフォン等を保有して

いない世帯等を対象と

して、防災行政無線屋内

受信機を貸与し、避難情

報等を伝達します。 

災害対策課 

 

 

令和６年度の取組実施が決定

したため。 

 


